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【論文要旨】
　今日，契約締結時から契約終了時までという本来的な契約責任の対象を越えて契約責任が妥当す
る領域が認識されてきている。このような法的現象を「契約の効力の延長」として論じる。この
「契約の効力の延長」には，契約締結時以前に関する「契約締結上の過失（culpa　in　contrahendo）」
と契約終了後に関する「契約余後効（vertraglichen　Nachwirkungen）」が内包されている。「契約
余後効」について先行研究が豊富なドイッ民法学説においては判例を題材として研究が進められて
きているが，「契約余後効」について見解が一致していない点が少なくない。本稿では，ドイツに
おける判例で問題となった「契約余後効義務（nachwirkende　Vertragspflichten）」について，どう
いった根拠によって成立するのか，その成立時期はいつなのか，義務が目的としている利益の内容
はいかなるものか，義務の履行請求は可能か，それらから義務の性質はいかなるものであるかに着
目して検討する。その際，判例を「契約余後効義務」が問題となる場面が異なると思われる「継続
的債権契約」と「一回的債権契約」に分けて検討し，どういった点に差異が生じているかを明らか
にする。
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第一章．問題の所在
第一節，「契約の効力の延長」とその法的処理
　契約は，対価的関係にある主たる債務，あるいはこれに加えて合意された付随的義務が適切に履
行されることにより目的を達し消滅する。契約が消滅した後の当事者間にはなんら法的関係が存在
しないというのが通常であるω。これは古典的契約理論において自己決定による自己拘束は神聖視
され，その為に意思主義・意思自治・私的自治は疑われることのない絶対的価値として扱われてい
たことに端を発するものである②。つまり，契約責任とは契約の当事者間の合意によって根拠付け
られた義務の違反に対するものであるために，契約締結前においてはその合意自体が未だに存在せ
ず，また契約終了後においてはその合意の内容は既に実現されていることから契約責任が観念でき
ない。
　しかし，「契約締結上の過失（culpa　post　pactum　perfectum）」や「契約余後効（vertraglichen
Nachwirkungen）」により契約締結時から契約終了時までという本来的な契約責任の対象を越えて
契約責任が妥当する領域が認識されてきている。このような法的現象を「契約の効力の延長」（3）と
〔1）高罵英弘「契約の効力の時間的延長に関する一考察　一西ドイッにおける契約の余後効（Nachwirkung）を
　めぐる議論を手掛かりとして一」私法53号（1991）205頁。
（2）石田喜久雄＝乾昭三一甲斐道太郎＝中井美雄＝中川淳編r契約各論』（青林書院，1994）36，37頁（平中貫
　一執筆）。
（3）この法的現象について多くの呼称が存在する。例えば，宮本健蔵『安全配慮義務と契約責任の拡張』（1993，
　信山社）5頁以下では「契約責任の客観的・時間的拡張」と，奥田昌道「契約法と不法行為法の接点一契約
　責任と不法行為責任の関係および両義務の性質論を中心に一」磯村哲他編『於保還暦・民法学の基本的課題
　中』（有斐閣，1974）215頁では「契約責任の時間的拡がり」，安達三季生『債権総論講義（第4版）』（信山
　社，2000）66頁では「契約責任の時間的範囲の拡大」，下森定「民事責任特に契約責任体系の変貌と再構成
　一総論的問題提起」法学セミナー333号（1982）124，125頁によると「契約責任の時的拡張」等がある。な
　お，この「契約の効力の延長」の議論は，契約関係は契約両当事者間の本来的な給付義務を中心に考えられ
　てきた従来の契約関係理論を，信義則を媒介とする付随的義務に関する議論が発展していく中で契約関係を
　もっと広く把握しようという契約関係理論の一部である。この「契約の効力の延長」の他に，本来的給付義
　務以外に契約関係上の義務が存在するとの理論（「契約責任の質的拡張」）や，契約当事者間だけではなく契
　約に直接は関係していない第三者に対する契約義務が存在するとの理論（「契約責任の人的拡張」）が考えら
　れている。なお，この理論の名称については下森・同注（3）125頁を参考にした。
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して論じるω。
　日本において，「契約の効力の延長」に関する法的処理について個別具体的な領域で研究がなさ
れているものの，一般理論として詳細に論じられているとは言い難い（5）。そのため，学説において
「契約の効力の延長」の位置付け（発生根拠・性質・義務違反の効果）および，責任構成（契約責
任であるか不法行為責任であるか）は依然として不明確なままである。そのような理論状況にある
が，判例実務においては実際にその法的処理をしていかなければならず，個別具体的に事案を処理
しているという状況にある。
第二節．問題提起　一契約余後効とその法的処理の整理の必要性一
　「契約の効力の延長」のうち，「契約締結上の過失」については日本においても活発に議論されて
おり，今日における日本の債権法改正の議論の中でもその法的取り扱いについて論じられてい
る⑥。それに対し，「契約余後効」はその議論が活発になされてきたとは言えない。
　「契約余後効」の先行研究が存在するドイッにおいては，想定されている場面として判例を参照
していること，義務発生根拠として契約上の合意および法定債務関係が一定の地位を占めているこ
と，責任構成として契約責任構成していることが一般的な見解である。他方で，「契約余後効義務」
の名称は論者によって異なっていること，「契約余後効義務」の法的性質について同じ名称を用い
ていたとしても必ずしも同じ性質を指しているとは言えないこと，義務違反の効果として損害賠償
については明示しているものがほとんどであるが，その賠償の範囲についてほとんど述べられてい
ないこと，履行請求の可否について見解が一致していないこと，更には契約解除の可否については
ほとんど触れられていないことが問題点として取り上げることができる（7）。
（4）「契約の効力の延長」についてより詳細な説明について，拙稿「ドイツ法における「契約の効力の延長」に
　ついて　一契約余後効義務に関する民法学説を中心に　」法学研究論集37号345頁。
㈲「契約の効力の延長」のうち「契約締結上の過失」に関する先行研究として主に，北川善太郎「契約締結上
　の過失」契約法大系刊行委員会編『契約法大系1　契約総論』（有斐閣，1962）221頁以下，本田純一r現代
　民法学の課題　契約規範の成立と範囲』（一粒社，1999），円谷峻『新・契約の成立と責任』（成文堂，2004）。
　なお，「契約締結上の過失」については今日における日本の債務法改正の議論の中でもその法的取扱いにつ
　いて論じられている。これについて，民事法研究会研究部「民法（債権関係）の改正に関する検討事項一法
　制審議会民法（債権関係）部会資料く詳細版〉一」（太平印刷社，2011）272頁以下，民法（債権法）改正検
　討委員会「詳解・債権法改正の基本方針皿　一契約および債権一般（1）」（商事法務，2009）39頁以下，民法
　（債権法）改正検討委員会「債権法改正の基本方針」別冊NBL126号（2009）95頁以下，池田清治「契約締
　結上の過失の規定をどう考えるか」楯…寿夫他編『民法改正を考える』法律時報増刊（2008）212頁以下等参
　照。この意味で「契約締結上の過失」については議論の蓄積があるといえよう。これに対し，「契約余後効」
　に関する先行研究として主に，高鳥英弘「契約の効力の時間的延長に関する一考察　一ドイツにおける契約
　の余後効（Nachwirkung）をめぐる議論を手掛かりとして一」（一）産大法学24巻3・4号（1991）59頁お
　よび（二・完）産大法学25巻1号（1991）1頁，熊田裕之「ド・イツ法における契約終了後の過失責任一いわ
　ゆる「契約の余後効的義務」について一」法学新報97巻1・2号（1990）369頁，本田・同注（5）が挙げられ
　るが，「契約締結上の過失」と比べ論じられることは少なく，議論が蓄積しているとはいえない。
（6）前掲注（5）参照。
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　この問題点について検討する為に，ドイッ民法学説の中で取り上げられてきた想定場面，つま
り，過去のドイッにおける判例の研究が必要となろう。その際，ある特定の種類の諸事案について
検討するだけでは決して有用な判断材料とはならないであろう。ドイッ民法の諸学説の中で述べら
れているように，「契約余後効義務」は事案類型によってその出現形式が異なっている。つまり，
ストレッッの例を引用するならば（8），元賃借人の引越先の住所を書かれた看板を設置しておく賃貸
人の義務と，物の買主の健康を保護する売主の義務，債権譲渡人の既に譲渡した債権を再譲渡した
り自己で徴収しない義務はそれぞれ性質が異なる義務とされるからである。
　本稿ではドイッにおける判例で問題となった義務の内容・性質等を検討する。その際，問題とな
っている契約がどういった内容であるかに着目しなければならない。すなわち，「契約余後効」が
問題となる義務たる「契約余後効義務」とは，有効に成立・履行された契約を前提とする後の事後
処理義務であると定義付けることができるが，契約類型により「契約余後効義務」が問題となる場
面が異なるからである。
　売買契約に代表される「一回的債権契約」⑨では，有効に成立した契約の給付を履行期到来時に
履行することをもって，その後の事後処理義務が契約余後効義務として問題となる。これに対し，
賃貸借契約に代表される「継続的債権契約」⑩では，履行期到来時に履行するべきものではなく，
その契約債権債務関係の全存立期間にわたり履行されなければならなく，その存立期間満了ないし
その他の事由による契約債権債務関係の解消後の事後処理義務が契約余後効義務として問題とな
る。すなわち，「一回的債権契約」では契約の主たる義務の履行後に「契約余後効義務」が問題に
なるのに対し，「継続的債権契約」では契約債権債務関係の存立期間満了ないしその他の事由によ
る契約債権債務関係の解消後に「契約余後効義務」が問題となる。このように問題となる場面が異
なると考えられ，場面より義務の内容・性質の相違が現れるのではないかと考えられる。
（7）拙稿・前掲注（4）参照。
（8）Hans－Wolfgang　Strdtz，　Uber　sog。，，Nachwirkungen“des　Schuldverhaltnisses　und　den　Haftungsmasstab　bei
　Schutzp且ichtverst6ssen，　Festschrift　fUr　Fridrich　Wilhelm　Bosch（1976），999ff．
（9＞我妻榮＝有泉亨編（清水誠補訂）『［新版］コメソタール民法V　契約法』（日本評論社，1998）108頁では，
　「一回的契約」と称し，典型契約においては贈与・売買・交換・請負がこれに該当すると述べている。田山
　輝明『契約法　民法要義5』（成文堂，2006）12頁では「交換型契約」と称している。
°Φ我妻・前掲注（9）108頁以下では，「継続的契約」と称し，典型契約においては消費貸借・使用貸借・賃貸借
　　雇用・委任・寄託・組合・定期金契約がこれに該当すると述べている。田山・前掲注（9）12頁以下では
　「継続的契約」と称し，雇用契約・賃貸借契約・委任契約・寄託契約・組合契約がこれに該当すると説く。
　森孝三「一時的債権契約と継続的債権契約」契約法大系刊行委員会編『契約法体系1（契約総論）』（有斐閣，
　1962）88頁以下では，「継続的債権契約」と称し，日本においては種々の見解があるものの，不動産賃貸借
　・雇用・組合が「継続的債権契約」の中で重視されていると説く。
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第二章．ドイツにおける「契約余後効」に関する判例ωの状況
第一節．判例の検討における基本的視座　一義務構造と検討の着眼点一
　ドイツにおける「契約余後効」に関する判例の検討に先立ち，検討の基本的視座を明らかにしな
ければならない。上述のように，「契約余後効」の先行研究が存在するドイッにおいては，想定さ
れている場面として判例を参照しているが，義務構造に関して一般的な見解がなく，それに伴い
「契約余後効義務」がいかなる性質を有するものであるかについて見解が一致していない。そこで
まず，義務構造について整理することで，判例で問題となる「契約余後効義務」の性質を明らかに
する基本的視座を得る⑫。
　まず，契約義務構造として，①給付利益ないし給付結果⑬の保持へ向けられる義務と，②完全性
利益⑭という現状利益の保持へ向けられる義務とに分ける事が出来る。
　①の義務には，（A）給付結果の実現に直接関係する義務である「給付義務（Leistungspflicht）」
と，（B）給付結果を保持する為に債務者に課される義務である「付随的義務（Nebenpfiicht）」⑮が
ある。さらに，（A）の「給付義務」は，（a）当事者の合意に基づき当該債務関係の類型を決する給
付義務である「主たる給付義務（Hauptleistungspflicht）」⑯と，（b）「主たる給付義務」と併存して
債務関係の内容を画する給付義務である「従たる給付義務（Nebenleistungspflicht）」（1梱とに分けて
論じられる。
（1　1）ドイッにおける「契約余後効」に関する判例として，Theo　Bodewig，　Vertragliche　P且ichten》》post　conyrac－
　tum　finitum《く，　JURA，2005，506．で挙げられていた事案を主とする。また，本稿で取り上げる判例は「継続
　的債権契約」（第二節）と「一回的債権契約」（第三節）とに分けた上で，BGB第二編第八章で規定されて
　いる順番に従って順序付けをした。しかし，BGB第二編第八章で規定されていない契約類型もあるので，
　それらについては判決日を基準として順序付けを行った。
㈲ドイツ法における契約i義務構造については，長坂純『契約責任の構造と射程一完全性利益侵害の帰責構造を
　中心に一』（動草書房，2010）13頁以下で詳細に論じられており，そちらも参考にした。
Oa給付利益（Leistungsinteresse）とは，契約によって本来的に保護の対象とされる利益である。すなわち，契
　約によってもたらされる給付によって債権者が獲得する利益を意味する。給付結果とは，債権者が債務者の
　給付を通じて獲得しようとしている利益である。
⑭完全性利益（lntegrittitsinteresse）とは，債権者の一般法益であり，生命・身体・健康等の人格的利益また
　は所有権等の財産的利益およびそれに準ずる法律上保護に値する利益である。完全性利益は，保持利益
　（Erhaltungsinteresse）や保護利益（Schutzinteresse）とも呼ばれている。
⑮「付随的義務」の例として，履行の準備や目的物の保管が挙げられる。
⑯r主たる給付義務」の例として，売買契約の場合の売買目的物の所有権・占有の移転が挙げられる。また，
　「主たる給付義務」は「本来的給付義務」とも呼ばれる。
（’t「従たる給付義務」の例として，売買契約の場合の売買目的物の設置や組立てが挙げられる。
㈹「従たる給付義務」と「付随的義務」との区別基準については対立があるものの，本稿では，前者には履行
　請求権が認められるが，後者には認められないとする点で区別する。また，後老においては，義務違反があ
　っても給付結：果が実現される場合があり，義務違反が不完全な給付結果の招来と評価されてはじめて問題と
　なるとされるために，独自では帰責根拠とはされないという点で給付義務と異なる。このことと履行請求権
　の有無は関係性がある。つまり，履行請求権が認められるということは，当該義務違反が必然的に不完全な
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　②の義務は「保護義務（Schutzp且icht）」⑲と呼ばれる。この「保護義務」は，義務の目的とされ
る利益の保持の内容が異なるため，①の給付義務とは構造上区別された義務である。
　以上のように，契約上の義務として，給付利益ないし給付結果の保持へ向けられる本来的な給付
義務である「主たる給付義務」，契約の属性から導き出される副次的な給付義務である「従たる給
付義務」，給付義務に付随する「付随的義務」，広く当事者の完全性利益の保持へ向けられる「保護
義務」が存在する。
　このような義務構造を念頭に置き，判例における「契約余後効義務」の内容および法的性質を検
討する。検討にあたり，「契約余後効義務」がどういった根拠によって成立するのか，その成立時
期はいつなのか，義務が目的としている利益の内容はいかなるものか，義務の履行請求は可能か，
それらから義務の性質はいかなるものであるかに着目する。その際，上述のように，判例を「契約
余後効義務」が問題となる場面が異なると思われる「継続的債権契約」と「一回的債権契約」に分
けて検討し，どういった点に差異が生じているかを明らかにする。
第二節．「継続的債権契約」における「契約余後効義務」に関する判例
［1］KG　Berlin，1910年1月11日判決（DJZ　1910，1412．）【賃貸借契約】
事案の概要
　貸家から引越しする医師は以前看板がかかっていた場所にユ年間新しい事務所を指し示す看板
の設置（Belassung）を要求する権利を有しているという取引慣習がBerlinにおいて存在すると原
告が主張し，元賃貸人たる被告に原告の新事務所のある住所が示された看板を設置することを要求
した。
　給付結果の招来と評価されることを意味し，逆に履行請求権が認められないのは，当該義務違反があったと
　しても必然的には不完全な給付結果の招来とは評価されないということを意味する。長坂・前掲注（12）16
　頁。
㈹「保護義務」の一般的な根拠として，債権者・債務者が契約という特別な関係に入ったことから，相互に相
　手方の法益を侵害しないことへの信頼の付与が挙げられる。また，BGB241条2項に基づいて法定債務関係
　から生じる義務とされる。
　BGB241条（債務関係に基づく義務）
　　1項：債務関係により，債権者は，債務者に対し給付を求める権利を有する。給付は不作為においても存
　　　　する。
　　2項：債務関係は，その内容に従い，相手方の諸権利，法益および利益を考慮することを各当事者に義務
　　　　付ける。
　　なお，BGBは2002年に債務法が改正され，それまでの条文から変更したものと，条文がそのまま維持さ
　れているものがある。本稿では2002年以前の条文で改正後に変更があったものを旧BGBとし，変更がなか
　ったものについてはBGBと表記する。また，旧BGBの日本語訳にあたり，神戸大学外国法研究会編『独逸
　民法［1］債務法』（有斐閣（復刻版）1988）を参考にし，BGBの日本語訳にあたり，円谷峻『ドイツ民法
　総論』（成文堂，2008），半田吉信『ドイッ新債務法と民法改正』（信山社，2009）を参考にした。
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判旨
　Berlinにおける貸主と医師との関係においてそのような取引慣習の存在は一般的に承認されてい
ないと判示した。
検討
　ドイツの「契約余後効」に関する記述の中で，賃貸借契約の「契約余後効」としてこの新住所が
書かれた看板の設置を旧賃貸人は受忍する義務があるとされる⑯。この一種の受忍義務は本件のよ
うに否定されているものや肯定されているもの⑳が存在しているため，広く一般的に認められてい
る「契約余後効義務」とは言えない。しかし，ドイツの「契約余後効」に関する記述の中でその存
在が大きく取り上げられている。これは後に挙げる［3］RG，1939年10月5日判決の中で，「契約余
後効」の具体例として挙げられていることに端を発しているといえよう。
　いずれにせよ，本件では賃貸人の受忍義務は否定されているが，注目すべきは肯定例の中でも言
及されている「取引慣習」である。つまり，従前の賃貸借契約の中で明示の合意なくとも，地域的
取引慣習を考慮して認められるものであると評価される場合には，黙示的合意の擬i制よって賃貸人
の受忍義務を肯定できる。
　したがって，地域によっては賃借人によって履行請求可能な賃貸人の一種の受忍義務が合意なく
とも黙示的合意の擬制よって肯定されうる。
　この義務は賃貸借契約終了後において初めて問題となるとは言えない。すなわち，この受忍義務
は賃貸借契約中においても種々の情報が載せられた看板の設置を受忍する義務という形で存在して
いる。賃貸借契約中におけるこの受忍義務は，特に，事務所として借家を借りている医師や歯科
医，弁護土等にとって賃貸借契約の給付結果の保持に有用な義務である。その意味で，特定の職種
の者が事務所を借りるといった賃貸借契約に特有の義務である。また，この受忍義務は履行請求す
ることができるものである。この賃貸借契約中における受忍義務は，賃借人の事務所移転をもって
賃貸借契約が終了する場合に，受忍義務の内容が引越し先住所を載せた看板の設置受忍と変化する
といえよう。っまり，従前の契約期間中に存在していた義務が，取引慣行や契約の性質を顧慮する
ことで黙示的合意が擬制され，契約終了をもって内容を変えて存続すると評価できる。
　この受忍義務の性質は，保護法益および履行請求の可否から「従たる給付義務」と評価できる。
㈲Strdtz，　a．a．0．，　S．1000．；Christian　von　Bar，“Nachwirkende”Vertragspflichten，　AcP　179（1979）S，453f．；Bode－
　wig，　a．a．0．，　S．506．等o
eo　LG　AItona，1933年3月10日決定（LZ　1933，873。）ここでは，賃貸借期間の満了によって賃貸借契約から生
　じる契約当事者の義務は原則として完了するものであるが，それら義務は取引慣行を顧慮して，黙示的合意
　によってある種の義務が本来の賃貸借期間を越えて延長していると判示している。その義務には，旧賃借人
　の転居先を指し示した看板の設置を旧賃貸人が受忍しなければならない義務が含まれると判示している。ま
　た，この受忍義務は医師や歯科医，弁護士が事務所として用いる為に賃貸借契約関係にあった場合には通常
　存在するものと判示している。
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［2］OGHBrZ　K61n，1949年3月3旧判決（NJW　1949，504f．）【寄託契約】
事案の概要
　第二次世界大戦中に爆撃による損害を防ぐために，原告は鉄線入りガラスを倉庫業者である被告
に寄託した。戦争により当該ガラスの一部は倉庫とともに破損した。戦後，被告の下に貯蔵された
残りの鉄線入りガラスが占領軍（Besatzungsamt）によって接収され，市当局に引渡されてしまっ
た。その際，占領軍は申出があれば接収を解いて，ガラスの返還に応じる用意があることを被告に
通知したものの，被告はこのことを原告に通知しなかった為に，原告は申し出る機会を逸し，ガラ
スの返還をうけることができなかった。
　そのため，原告は被告に失われたガラスに代わる現物賠償を請求し，予備的に金銭賠償を請求し
たが原審は訴えを却下した。
判旨
　まず，旧HGB417条1項㈱，　HGB390条㈲によると，倉庫業者は寄託されている物の損失ないし
損傷について責任があるが，損失または損傷が通常の商人（Kaufmann）の注意により回避されえ
ないであろう状況に基づく場合にはその限りではないと判示し，被告が責任を負う現物賠償の対象
となるのは戦火を免れ壊れていなかったガラスであり，他方で金銭賠償を求める予備的請求の対象
となりうるのは，破壊されたガラスに限られるという。
　また，それは確かに保管者の帰責性なしに生じたものであるが，保管者の義務に適った通知をな
したならばそれを回避したであろう場合に，旧HGB417条2項に基づき損害賠償を義務付けられ
る。旧HGB417条2項は物的価値減少，例えばカビ，壊れやすくなることや類似の現象の事案の
みを規定しているが，それを越えて，他の理由による価値減少，特に商品の全ての損失の危険を分
かるよう根拠付ける状況の通知（Anzeige）を倉庫業者が義務付けられているということが明らか
であり，それは旧HGB417条2項ないしBGB242条鋤の一般規定から導かれる副次的な意義であ
eo　HGBは今日まで改正がなされており，裁判当時と今日の条文が異なる場合がある。そのため，本稿では
　2012年までに変更があったものを旧HGBとし，変更がなかったものについてはHGBと表記する。
　　また，旧HGBおよびHGBの日本語訳にあたり，神戸大学外国法研究会編r独逸商法［1］商行為法』
　（2）（有斐閣（復刻版）1939），（3・完）（有斐閣（復刻版）1940）を参考にした。
　旧HGB417条（物を考慮に入れた倉庫業者の権利i義務）
　　1項：物の受領，保管および保証を顧慮に入れた倉庫業者の権利義務については，問屋に適用される388
　　　　条から390条の規定が適用される。
　　2項：物が無価値化するおそれがある変更が生じるとき，倉庫業者はこれについて遅滞なく寄託者に通知
　　　　しなければならない。倉庫業者がこれを怠るとき，倉庫業者はそれによって生じる損害を賠償しな
　　　　ければならない。
⑳HGB390条（物の滅失および殿損ないし怠られた保証についての責任）
　　1項：問屋は自身の保管下にある物の滅失および殿損について責任を負う，ただし商人の通常の注意で回
　　　　避しえない状況によって物の滅失および殿損が生じた場合にはその限りではない。
　　2項：問屋が委託者によって保証することを指示された場合，問屋は物の保証の不作為について責任を負
　　　　う。
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ると判示する。
　その上で，占領軍による強制的な接収により寄託契約上の義務が履行不能となり消滅し，ガラス
を原告の為に保管する義務という主たる義務の終了後においても，BGB242条の範囲内で義務関係
の余後効として，通知義務がありうる。また，被告はガラス全てが引渡されるまで倉庫使用代金
（Lagergelt）を要求したのでなおさら，被告は原告にとって明らかに重要であった状況を原告に通
知するよう義務付けられているとみなされなければならなかったと判示し，OGHBrZは原審に差
戻した。
検討
　寄託契約の義務として，旧HGB417条1項，　HGB390条により，寄託契約の目的物の破損につ
き受寄者に帰責事由がある場合には現物賠償および損害賠償を寄託者は請求できることとなる。ま
た，旧HGB417条2項により，寄託契約の目的物の破損につき受寄者に帰責事由がない場合であ
っても，通常の保管者が為すべき通知をしたならばそれを回避しえた場合には，寄託者は損害賠償
を請求することができるとされる。本件では，この通知i義務にっいてBGB242条の適用により寄
託者の為に保管するi義務という主たる給付義務の終了後においても，BGB242条の範囲内で義務関
係の余後効として，通知義務がありうると判示している。
　このことから，寄託契約において特に履行請求することはできないが，損害軽減i義務の一種たる
通知義務に違反することで寄託契約における寄託者の給付利益に損害が生じた場合に初めて問題と
なる義務である。この通知義務は法定義務として契約期間中存在するが，信義誠実の要請
（BGB242条）から寄託契約の主たる義務たる保管義務の終了後においても当該通知義務が延長し
て存在する。
　本判決の中で以上のような一般論が展開されているが，本件で注意すべきはその事案の特殊性で
ある。すなわち，本件寄託契約は寄託契約目的物の占領軍による強制的な接収によって受寄者の保
管義務が履行不能になり義務が消滅したものの，当該目的物が場合によっては返却されるという寄
託者の利益が存するという点にある。つまり，寄託契約が受寄者に帰責性なく終了してしまった
が，その後受寄者が知り得た情報が寄託者の利益となる場合には当該情報の通知義務があると評価
される。その意味で，寄託契約の「契約余後効義務」としての通知義務は非常に例外的な場面での
み認められるものである。
　この通知義務の性質は，保護法益および履行請求の可否から「付随的義務」と評価できる。
　また，本件寄託契約の「契約余後効義務」としての通知義務に違反した場合の効果として，損害
賠償を請求しているが，その範囲について積極的利益賠償に及ぶのか消極的利益賠償㈲にとどまる
e4　BGB242条（信義則に従った給付）
　：債務者は，信義則が取引慣習を考慮して要求するように給付を実現する義務を負う。
es積極的利益（positives　Geschtiftsinteresse）とは，債務または給付を基礎づける法律関係が表示された内容
　で成立したことを前提としたうえで，その債務が履行され，給付が実現したならば存在するであろう状態お
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のかについて明確にしていない点が惜しまれる。この点について，OGHBrZは原告が市当局から
接収されたガラスについて弁償（Bezahlung）を受領していたとしても，この損害賠償には影響は
ないとしている点は注目に値する。
第三節．「一回的債権契約」における「契約余後効義務」に関する判例
［3］RG，1939年10月5日判決（RGZ　161，330ff．）【売買契約】
事案の概要
　ヴィーナス山の麓で被告が土地開発する為に土地を取得した。建設予定地が設定され，その建築
計画は市長によって承認され，その計画に従って売りに出されることとなっていた。原告は被告か
らヴィーナス山の良い眺望が望める土地を購入し，建物を建てた。原告にとって眺望が重要であっ
て，背後に建物を建てないことと眺望を被告が保証したことから当該土地を取得したと原告は主張
したが，契約書にはそのような内容は書かれていなかった。その後，被告は更に土地を取得し，そ
こに袋小路を敷設し，そこも建築敷地とするために以前の土地開発計画の変更を市長に請求し認め
られた。そこで，被告は袋小路を挟んだ2つの土地の一方に建物と車庫を建てた。新たに建てら
れた建物と車庫によりヴィーナス山の眺望が阻害され，原告の所有する不動産の価値が下落したと
原告は主張し，原告は被告に新たな車庫の建設中止と損害賠償として6500RMを請求した。
　原原審，原審ともに原告の訴えを棄却した。
判旨⑳
　通常，契約責任は契約とともに終了する。本件では，原告に対する積極的債権侵害となる被告の
行動は契約関係の完全な終了後になされており，既に売却地の代金は支払われ引渡され所有権の譲
渡がなされたので，被告が違反しうる契約上の給付義務はもはや存在していなかった。しかし，契
約交渉の着手から事前効（Vorwirkungen）が生じるのと同様に，完全な履行による契約の終了も
また契約上の義務の余後効（Nachwirkung）を生じさせうる。誠実かつ取引慣例上の契約履行の
　よび利益である。他方で，消極的利益（negatives　Geschaftsinteresse）とは，債務または給付を基礎づける
　法律関係が，少なくとも表示された内容では成立しなかったことを前提としたうえで，これが成立したもの
　と考えて債権者が財産的措置を行った場合に，このような財産的措置を行わなければ存在するであろう状態
　および利益である。つまり，前者は給付を基礎づける法律関係の表示内容通りの実現とその貫徹を目指して
　いるのに対し，後者は給付を基礎づける法律関係の巻き戻し的展開を目指している。なお，この区別は損害
　の対象である法益に関する区別であり，損害の種別ではないことに注意が必要となる。於保不二雄『法律学
　全集20債権総論［新版］』（有斐閣，1972）136頁以下，高橋屓『損害概念序論』（有斐閣，2005　初出1982）
　17頁以下。
e6）判決の中で，余後効の例について言及している。それには，債務者の債権譲渡にもかかわらず物権的合意
　（Auflassung）を事後の登記をもって受けた債権譲渡人の債権譲渡譲受人（Abtretungsempfanger）の物権的
　合意請求権（Au且assungsanspruchs）の義務付けられた債権譲渡の発生後に，積極的契約侵害の見地から当
　該不動産の所有権調達を請求することが出来るとするもの（RG，1925年9月26日判決（RGZ　111，298［303］））
　や，医師に住居を賃貸していた者は賃貸借関係終了後に適切な期間引越しの表示板（Umzugsschild）を受忍
　しなければならないといったものが挙げられている。
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要請（BGB242条）から，債務者は本来的給付の後にも法的に一定の作為ないし不作為義務が残っ
たままでありうる。
　原告の事実関係の申立事実が正しい場合，原告は後背地に建築しない（Unbaubarkeit）という
特別の前提のもとでその土地を購入した。しかし，原告が前提とされた後背地に建築しないことに
対する信頼の下で購入地上に住居を建てた後に，被告自身が後背地の建設に着手したならば，被告
は誠実な債務者としての義務（Schuldnerpflichten）に対する積極的違反行為への非難を容易には
免れない。また，旧BGB276条2項吻こ従った売買契約における椴疵担保責任排除の特約も故意に
よる違反行為に対する責任から被告を免除しえないであろうと判示し，被告には積極的債権侵害に
基づく責任がある可能性があるにもかかわらず，この点について審理がなされていないとして，原
審を破棄し差戻した。
検討
　ドイッにおいて「契約余後効」に関するリーディングケースとされる判例が本件である。
　本件では，契約の終了すなわち契約上の給付義務の完了をもって契約責任は終了するとして，契
約責任に関する一般論を述べた上で，義務の完全な履行による契約の終了もまた契約上の義務の余
後効を生じさせうるとして，「契約余後効義務」の存在を明確に認めている。この「契約余後効義
務」は，誠実かつ取引慣例上の契約履行の要請（BGB242条）から，債務者に本来的給付の後に存
する一定の作為ないし不作為義務であると判示している。
　契約交渉時において後背地に建物を建てないことと眺望を売主が保証したが，それについて契約
書等にその記載なく売却されたという，本件のように眺望の良さを売りにして土地を売却される事
案は日本でも少なくなく，それが問題となり裁判になったものもある㈲。本件では眺望という不動
産の付加価値に重点を置き，契約交渉の際に重要とされたその付加価値の保持に向けられた義務を
肯定している。この義務に違反することは積極的債権侵害を導くこととなり，理疵担保責任排除特
約の対象外であるとしている。
　眺望につき契約交渉中に保証したとされたとしても，その保証がどの範囲にまで及びうるのかに
っいては本判決では明言していない。しかし，本判決中で原告が前提とした建築しないことへの信
頼にもかかわらず，被告が後背地の建設に着手した場合には，誠実な債務者としての義務に対する
積極的違反行為として評価されるとしている。すなわち，被告ではない第三老が本件のごとき眺望
侵害行為をなした場合にあっては，被告に積極的債権侵害を認定することはないであろう。更に本
件では，原告が被告から当該不動産を購入した最初の開発計画では後背地は開発しないものとされ
⑳旧BGB276条（個々の過失についての責任）
　　1項：特別な定めがない限り，債務者は故意および過失について責任を負わなければならない。取引に必
　　　　要な注意を払わない者は過失を負っている。827条，828条の規定が適用される。
　2項：故意による責任は債務者からあらかじめ免除されない。
eal例として，東京地裁平成2年9月11日決定（判例タイムズ753号171頁），大阪地裁平成5年12月9日判決
　（判例時報1507号151頁），仙台地裁平成7年8月24日決定（判例タイムズ893号78頁）等がある。
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ていたものの，原告が購入してから半年程度で後背地を取得し開発許可を得たという時間的な近接
性も被告の積極的債権侵害行為についての故意性を肯定するにあたり評価の指標とされている。す
なわち，本件から契約交渉時における売主への信頼惹起？9），侵害行為の当事者性㈹，侵害行為と契
約義務の履行との時間的密接性が考慮され，取引慣習や信義誠実の要請（BGB242条）から不動産
売買契約における「契約余後効義務」として眺望非侵害義務たる一種の不作為義務が生じうると評
価できる。
　また，不動産売買契約における「契約余後効義務」として眺望非侵害義務は，契約交渉時におけ
る売主への信頼惹起という点から契約締結時にその存立根拠が存在している。さらに，当該義務の
履行は売買契約の主たる給付義務の履行前後で請求することができる。なぜなら，不動産売買にお
いてはその主たる給付義務としてその不動産の所有権移転は当然，それ以外に不動産登記移転手続
等も含まれると解され，これら手続きはすぐにその場でできるものとは限らないからである。売主
の眺望非侵害義務はそうした手続中にあっても存在し，更に売買契約の主たる給付義務の履行後に
おいても存在し，眺望非侵害義務の履行請求としての眺望阻害建物の建設中止という不作為請求が
可能である。また，眺望非侵害義務は権利者たる買主の給付利益の保持に有用な義務である。
　この眺望非侵害義務の性質は，保護法益および履行請求の可否から「従たる給付義務」と評価で
きる。
　また，本件では新たな眺望阻害建物の建設中止という不作為義務の請求とあわせて，6500RMの
不動産価値下落額tl且〉の損害賠償を請求しており，その意味で不動産売買契約における「契約余後効
義務」として眺望非侵害義務違反によって給付結果によって得られた利益に生じた損害分がその賠
償範囲として認められるといえよう。
［4］AG　MUnchen，1970年5月6日判決（NJW　1970，1852f．）【売買契約】
事案の概要
　被告は約4年前に事務用品の専門店を商っている原告から器具製作会社Sの口述筆記用録音機
（一ディクタフォン，Diktiergerate）2台を買った。それ以来，被告は原告から継続的に機器の使
用に必要なキャプスタン（＝テープ巻上機，Tonrollen）を購入していた。1969年初秋のキャプス
タンの注文の際に，古いキャプスタンはもはや生産されず，新しいキャプスタソの使用のために機
器の改造が必要であることを被告は原告から通知された。そこで，被告は原告に当該改造作業を依
㈲契約書等によって明確に保証する必要はなく，口頭によるものであっても，開発許可の範囲等によってその
　信頼が保護に値するまで高められていることを意味する。
㈹信頼を惹起した者がその信頼を守ることができたにもかかわらず，その者自身が侵害行為を行っているとい
　うことを意味する。
e且）原告が請求した損害賠償は不動産価値下落額であるが，これは当該売買契約の対価の一部，つまり，契約通
　りに履行されるとしてなした財産的措置であり，それを対象としているという点で消極的利益である。
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頼し，原告は機器の改造を内容とする請負契約の報酬請求として被告に120，72DMの代金を請求
したが被告はそれを支払わなかった。そのため，原告は被告に当該報酬の支払いを請求した。
判旨
　旧BGB632条1項岡の要件を原告は証明していないとして訴えを棄却した。しかし，一般的に，
BGB242条と関係した旧BGB433条㈹によると，製作者には特別な付帯合意なくとも買主に後々必
要となるが，他方で入手しえない交換部品や交換資材を相応の支払で納入する義務が存在する。こ
の付随的義務の存続期間は各々の目的物の通常の耐用年数（Betriebsdauer）に関係付けられなけ
ればならないであろうとした。いずれにせよ，本件で明白であるのは，技術的機器の製作者ではな
い売主たる原告が，製品の調整について，製作者の側から交換部品や交換資材（Betriebsstoffen）
について最後に売られた機器の通常の使用期間（Nutzungsdauer）中は責任を負わねばならないと
いうことであると判示した。
検討
　上記［3］RG　1939年10月5日判決と本件は「売買契約」であるという点で共通しているが，前者
が不動産を対象とする売買であるのに対し，本件は動産たる口述筆記用録音機を対象とする売買が
問題となっている点で相違している。
　本件では，旧BGB632条1項の要件を原告が証明していないとして訴えを棄却した判決である
が，BGB242条と関係した旧BGB433条によると，製作者には特別な付帯合意なくとも買主に後
々必要となるが，他方で入手しえない交換部品や交換資材を相応の支払で納入する義務が最後に売
却された当該目的物の通常の耐用年数の間存在すると判示している。すなわち，消耗品の製作者㈱
には交換部品や交換資材を最後に売却された当該目的物の通常の耐用年数の間は保管しておくか，
生産可能な状態にすることで納品することができるよう準備しておく義務たる保管義務および一種
の作為義務es）が存すると評価できる岡。この義務は，消耗品の製作者にその製品の性質上不可欠な
ea旧BGB632条（請負契約における報酬）
　　1項：報酬に対してのみ仕事の製作を期待すべき事情がある場合，報酬は黙示に合意されたものとみなす。
　　2項：報酬の額について定めがないとき，公定価格が存する場合にはこれによる報酬を，公定価格が存し
　　　　ない場合には通常の報酬を合意したものとみなす。
㈲旧BGB433条（売買における契約上の主たるi義務）
　　1項：売買契約により物の売主は買主にその物を引渡し且つその物に所有権を取得させる義務を負う。権
　　　　利の売主は買主にその権利を取得させ，且つその権利が物の占有をできる物である場合にその物の
　　　　引渡す義務を負う。
　　2項：買主は売主に合意された対価を支払い且つ買い受けた物を引き受けるi義務を負う。
ee交換部品および交換資材を相応の価格で提供するi義務があるとしていることから，一種の消耗品の製作者で
　あるといえよう。
ee　Bodewig，　a．a．0．，　S．509f．によると，長期耐久機器の買主が交換部品を買えるようにしておく為に，製造者が
　交換部品を備蓄として相当数製造しておくか，製造者が後に交換部品を需要に応じて製造するか，製造者が
　交換部品を全く製造できなくとも第三者にライセンスを与えることで交換部品を製造できる状態にするとい
　う方法がある。
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義務として旧BGB433条およびBGB242条から契約成立時に根拠付けられる。この義務の為に，
製作者は債権者たる買主が要求した時に履行できるよう準備しておけなければならないものの，そ
の履行時期は売買契約における主たる給付義務の履行後に初めて迎えるものである。この義務は債
権者たる買主の給付結果の保持に向けられており，買主の要求に応じて履行しなければならない義
務である。
　交換部品や交換資材を最後に売却された当該目的物の通常の耐用年数の問は保管しておくか，生
産可能な状態にすることで納品することができるよう準備しておく消耗品の製作者の義務の性質
は，保護法益および履行請求の可否から「従たる給付義務」と評価できる。
　また，本判決は売主にも当該目的物に関する調整について同様の義務を認めている。しかし，こ
の売主の義務については一般的に認められているとは言えない。なぜなら，本判決中で口述筆記用
録音機の売主たる原告が事務用品の専門店であり，その専門店であるがゆえに存する買主の高い期
待を正当化しているとの特殊性について論じていることから，当該義務はそういった売主の特殊性
を顧慮した上で認定されることとなろう。
［5］BGH，1954年12月14日判決（BGHZ　16，4什．）【請負契約】
事案の概要
　原告は女性用コートの製作卸売業を営んでいる。被告は独立した中間加工業社である。原告は被
告に，ファッショソデザイナーから取得した女性用コートの試作品のデッサン（Modellzeichnung）
をコートの見本の製作の為に交付し，被告はこの見本を製作し，引き続き，原告がrBern型」と
の名称で売り出す女性用コート120着を納品した。その後，被告は原告の同意を得ることなく，
Bern型コートの試作品を他の卸売業社に見せ，その業者にこの型のコートを納品した。
　競業社へのBern型コートの納品により原告に著しい損害が生じたと原告は主張し，被告に納品
の中止および損害賠償を請求した。
　これについて原審は，コートの製作による些細な報酬を不当とみなし，被告はコートを原告への
納品のためだけに用いる義務を課されていないとした。つまり，被告の受取った報酬は製作した
120着のコートに関する労務賃金（Werklohn）にであり，被告はBern型コートの販売機会を得て
いるとした。
岡この義務と関連して，ハードウェア製品やソフトウェア製品の供給者はその製品のメソテナンス（P且ege）
　義務を負っているとする判例（LG　K61n，1997年10月16日判決（NJW－RR　1999，1285ff．））が存在する。企
　業経営に重要なソフトウェアはメソテナソスによって最新版のプログラムを利用できるようにされていなけ
　れば，ソフトウェアの買主にとって無価値になってしまうものであるとする。さらに，このメソテナソス義
　務の継続期間の基準は当該ソフトウェアの消費耐用周期（Lebenszyklus）であり，その期間は最短期間であ
　ってその期間を短縮してはならないとしている。また，このメンテナンス義務はソフトウェアの買主がソフ
　トウェア取得によって目的としていた給付結果の保持に向けられた契約終了後の義務であると判示している。
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判旨
　原審は，利益衡量の際に，原告の試作品により展開されたコートについて契約当事者でない第三
者への利用による被告の利益のみを強調し，原告の競業利益は全く顧慮されていなかったとして，
BGB242条による契約義務の限界付けに際し双方の利益の考慮が必要であるとした。
　両当事者の契約意思は，競業による原告の著しい不利益を信義誠実に従って顧慮すると，被告が
原告の競業相手の為に同一のコート型の利用を決して許すつもりはなかったと理解されるとし，そ
のため，被告は原告から受け取ったデッサソおよび試作品等を原告の競業相手の利益の為に利用し
てはならない義務を負っていたとした。
　このように，被告に義務付けられている契約上の保護義務の違反は積極的債権侵害であるとし
て，被告は原告に対しBGB249条tlo以下に従って損害賠償しなければならないと判示した。
検討
　本件では原告が被告に注文した際に用いたデザイソを契約当事者でない第三者に対しても用いて
もよいかが問題となる。原審においては，被告に支払われた廉価な対価に対応して，被告が第三者
に対しても当該デザインを用いることは正当であるとして，被告の利益関係のみを考慮して判断し
ている。これに対し，BGHは被告の利益関係のみならず，被告が第三老に対しても当該デザイン
を用いることによって生じる原告の利益関係も考慮しなければならないとしている。すなわち，両
者の利益関係を考慮した上で，契約意思を解釈することで被告には黙示的合意によって被告は原告
から受け取ったデッサソおよび試作品等を原告の競業相手の利益の為に利用してはならない契約上
の保護義務を負っていると評価され，この義務違反は積極的債権侵害である判示している。
　ここでの契約上の保護義務とはいったい何を内容とする義務であるかについて，判決では明言し
ていない。しかし，この契約上の保護義務の違反によって原告が従前から有するデザイソの価値た
る完全性利益のみならず，当該デザインによって得るであろう給付利益にも損害が生じるとしてい
ることから，この義務の保護法益は完全性利益のみならず給付利益にも及んでいることは明らかで
ある。更に，この義務の特徴として，義務履行の範囲が契約成立前から契約成立して主たる給付義
務の履行の前後にまで及びうるという点である。すなわち，本件のように服のデザイソを契約交渉
時に提示している場合，その契約が成立しなかったとしても，相互に相手方の法益を侵害しないこ
とへの信頼の付与が認められ，そのデザイソを第三者の利益のために用いてはならない信義則上の
義務が生じる余地がある。また，契約が成立した後の段階においては信義則上の義務に尽きる事な
く，両契約当事者の利益関係を考慮して契約意思を解釈することで，契約内容の一部をなす義務と
tlD　BGB249条（損害賠償の方法と範囲）
　1項：損害賠償の義務を負う者は，賠償をi義務付ける事情が発生しなかったならば存在したであろう状態を
　　　回復しなければならない。
　2項：人の侵害または物の殿損に基づいて損害賠償をすべきとき，債権者は原状回復に代えて，それに必要
　　　な金額を請求することができる。物の殿損の場合，1文により必要な金額は，販売税が事実上発生す
　　　るとき，そして，その限りで，販売税を含む。
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して存在していることとなる。前者の段階においてはまさに法定債務関係上の「保護義務」である
と評価されようが，後者の段階にあっては契約内容となっており，その保護利益は完全性利益にと
どまることなく給付利益にも及び，更にこの義務の履行請求として原告の競業相手の利益の為にデ
ザインを利用することの中止という不作為請求が可能である㈹から「従たる給付義務」であると評
価されよう。
　この意味で，本件義務は，契約交渉段階にあっては「保護義務」の性質を有し，契約成立後にあ
っては契約内容の一部となり「従たる給付義務」へと性質が変容し，「主たる給付義務」の履行後
にあっても存続している義務である。
［6］RG，1927年5月3旧判決（RGZ　117，176ff．）【事業譲渡契約】
事案の概要
　原告は商人L．と一緒に商会（Firma）で救急車の販売に関する事業を営んでいた。両者はその
事業をBerlinにある商会に売却し，その商会は新たに商会（被告）を設立し，その事業を営んで
いる。契約書（Vertrags）の2条によると，原告とL．は特許，類似の権利および取引関係や販路
等の商会の譲渡を配慮して，事業譲渡後の救急車の販売利益を10年間の原告に一定利率で配分す
るということを合意していた。また，原告は事業譲渡後に被告に業務責任者（kaufmannischer
Leiter）として任用され，同年末に退職した。
　原告は退職後に再び救急車を販売し被告と競業し始めた。これについて，原告が契約書の2条
の違反行為を有責にもなしているので，原告は売上金配分請求権を有しておらず，むしろ，賠償義
務すら負っているとして被告は原告への売上金配分を拒絶した。それに対し原告は売上金配分を請
求した。
　原審は，契約では原告に対する競業禁止は明示で規定されてもおらず，黙示的に合意されてもい
ないという理由付けをもって却下した。つまり，販路を被告に移転するという契約義務を既に原告
は履行している為に，原告が退職後にあっては競業をなしうる事を被告は認めなければならないと
した。
判旨
　契約は事業売却と並んで，原告は新たに設立する商会において主要地位に就くことを明記してい
たが，原告の退職後の競業禁止は明記されていなかった。しかし，被告は企業と労働者との間で合
意され，HGB74条㊤似下に従って評価されるべき競業禁止に依拠するのではなく，被告は原告の競
㈲本件のような競業避止義務は，義務違反があったとしても実際に損害が生じなければ問題とならず，損害発
　生となってから義務違反としてその存在が明確になるという点で，競業避止義務の履行を請求したとしても
　遅きに失することも当然考えられる。しかし，場合によっては，他者への納品前に納品の差止めることで被
　害発生を未然に防ぐことが可能な場合や，既に納品されていて債権者に損害が生じていたとしても，その後
　の納品を差止めることで被害拡大を防ぐことができる場合があることから，履行請求可能であると判断した。
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業を契約書2条に違反する契約違反とみなしている。それは原告が競業行為を通じて被告に商会
のあらゆる観念上の価値を譲渡するという義務に違反したからである。
　原審は契約書規定の文字通りの意味にあまりに拘泥しており，契約書規定に信義誠実に従って付
与されなければならない有効範囲（Tragweite）を誤解している。
　原告は販路（Absatzm6glichkeiten）を被告に移転するという契約義務を完全に履行しているが，
原告が利益配分される限りで，原告は退職後一労働者として競業行為が課されていなくとも一被告
に対し競業行為の不作為を義務付けられているかという問題がある。
　被告が競業者に金銭を援助し，それにより被告より低価格で品物を提供するよう促進するという
結果は合理的かつ誠実な取引をする商人（Kau且eute）の意図と矛盾することとなろう。それゆえ，
契約書の2条には信義誠実に従って被告に譲渡された価値，特に競業行為により剥奪ないし減少
させてはならない契約義務が加えられうると判示し，RGは原審を破棄し差戻した。
検討
　本判決中でも言及されているように，退職した労働者の競業避止義務が問題となる場合には
HGB74条以下に従って処理されることとなるが，本件では労働者の退職後の競業避止義務が問題
となっているのではなく，事業譲渡者の事業譲渡後の競業避止義務が問題となっている点が重要で
ある。
　原審においては，本件契約書に規定されていることに重点が置かれ，事業譲渡後の競業避止義務
が明記されていないことから原告の請求を認容した。これに対し，RGは契約書に拘泥するのでは
なく事業譲渡契約における合理的かつ誠実な取引をなす商人の意図を検討することで，契約書に明
記されていない事業譲渡人の事業譲渡後の競業避止義務を信義誠実の要請（BGB242条）から付加
している。すなわち，事業譲渡人には明示の合意なくとも事業譲渡契約における通常の商人の意思
を推定することで，事業譲渡後の競業避止義務という一種の不作為義務が課されていると評価でき
る。
㈲HGB74条（契約上の競業禁止）
　　1項：経営者と商業使用人との間における雇用関係終了後しばらく商業使用人の営業活動を制限する合意
　　　　（競業禁止）は，経営者によって署名された書式および交付，補助者による合意された規定を含む証
　　　　書を要する。
　　2項：競業禁止の期間中，補償金として少なくとも商業使用人が最後の年に契約に従って受取った給料の
　　　　半額以上を経営者が支払うことを義務付けられる場合にのみ，競業禁止は拘束力を有する。
　　退職後の競業避止義務と関連して，退職後の労働者発明者に関する判例（BGH　1987年6月2日判決（DB
　1988，700ff．））も存在する。そこでは，労働者発明者は退職後であっても職務上の発明が実質的な保護に値
　するか疑わしい場合であっても，特許取消訴訟（Nichtigkeitsklage）をなしてはならないといった非侵害義
　務（Nichtangriffspfiicht）を負っているとしている。なぜなら，　ArbEG（労働者発明に関する法律）による
　と，労働者発明に対し使用者は開発報酬を支払わなければならず，それにより発明の保護権（Schtzrecht）
　が認められるからである。また，ArbEGには非侵害義務について規定はないものの，一般的に保護権を退職
　後の労働者発明者が挫折させることは，労働者発明者にとっても利益となりえないことから規定する必要が
　なかったと判示している。
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　この競業避止義務は，事業のあらゆる観念上の価値を譲渡するという事業譲渡契約の内容および
通常の商人の意思から，契約成立段階から根拠付けられている。しかし，この競業避止義務の履行
可能時期は事業譲渡契約の主たる給付義務の履行後であるという点に特徴がある。また，この競業
避止義務は事業譲渡によって得られる利益たる給付利益の保持を目的としており，その利益を保持
することは通常の商人の意思の推定から事業譲渡契約の内容の一部であると評価されている。さら
に，競業避止義務の履行請求としての競業行為の中止という不作為請求が可能である
　事業譲渡人の事業譲渡後の競業避止義務は，保護法益および履行請求の可否から「従たる給付義
務」と評価できる。
　また，本件において原告は売上金配分請求権を有しておらず，むしろ，賠償義務すら負っている
として被告が抗弁しているが，この損害賠償について本判決では全く言及していない。
［7］BGH，1973年6月25日判決（BGHZ　61，1　76ff．）【情報提供契約】
事案の概要
　原告と被告はともに銀行であり，訴外Eは双方の顧客である。1970年3月16日11時40分頃に原
告はEから被告を支払人とする40000DMの小切手が振り出されたので，被告に当座預金の支払
能力を問い合わせたところ，「小切手は正常である」と返答された。それに基づき，原告は小切手
を受領し，その券面額を口座に入金したところ，Eは同日中にその額を引き出した。
　ところが，被告は原告にEの当座預金の支払能力について回答した後の同日午後に，Eが破産
状態に陥っているとの情報を入手したことから，被告のEに対して有する債権を保全する為にE
の口座を封鎖した。
　翌々日，銀行が通常なす手続きを経て当該小切手が被告に呈示されたものの，被告は支払いを拒
絶した。結局，原告は後日破産したEから小切手額を回収することができなかった為，原告は被
告に蝦疵ある小切手情報による40000DMの損害賠償を請求した。
　原審は被告が小切手情報を1970年3月16日に的確に回答したということを認め，それゆえ，原
告によって主張された損害賠償義務を排斥した。
判旨
　被告は小切手情報を的確に回答したとした上で，後の変更を通知する一般的指摘義務
（allgemeine　Hinweisp且icht）は，非常に広範囲に及ぶ小切手取引や，情報の口頭性，小切手の確
認（Scheckbestatigungen）を書き留めない一般慣習（Ubung）を顧慮して，銀行が互いに正当に
要求することができるとするのは誇張であるとする。しかし，BGHは情報提供する銀行が例外的
に非常に特別な事情の下で通知義務を負っていることを排除しないと明言する。つまり，本来的契
約履行の後にも期待可能な範囲内で信義誠実の見地の下で，ある種の「契約終了後の」作為義務な
いし不作為義務が存在し，それにより契約当事者は先行する契約履行と関連した損害を回避するこ
とができ，このことが以上の当事者の供述（Parteivortrag）により認められうる限りで，本件はそ
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のような事案に該当するとした。そして，今しがた小切手情報が与えられた事を被告の営業管理者
（Geschaftsleitung）が知っており，原告に差し迫った不利益な結果をおよそ評価しえたのであるか
ら，急いで自身の利害関係を配慮することを決定した場合，小切手は先行する報告（Mitteilung）
にもかかわらず現金化されないであろうことを電話で原告に通知することが，銀行取引において互
いに信義誠実に従って守られるべき配慮要請であったと判示し，原判決を破棄し差戻した。
検討
　本件では銀行間取引に必要な情報提供契約が問題となっている。この情報提供契約から当然に情
報提供の後に生じた変更事項に基づく情報修正義務が生じるのではないという点で，原審とBGH
は共通している。すなわち，銀行間においては照会を受けたその時点における情報提供をすれば足
り，後に生じた変更事項については何ら情報修正義務を負うことはないと評価されている。これは
小切手に関する一般慣習を顧慮した結果である。
　しかし，この情報修正義務が非常に例外的な事情の下では存在しえ，それは本来的契約履行の後
にも期待可能な範囲内における信義誠実の見地の下でのある種の「契約終了後の」作為義務ないし
不作為義務であると判示している。その例外的な事情とは，既に提供した情報の修正によって先行
する契約履行と関連した損害を回避することができる場合であるとして，その発生場面を制限し
た。つまり，この義務は銀行間取引における情報提供契約の内容から契約に内在している義務であ
るが，この義務が認められるのは例外的事情が存在する場合のみである。また，この義務は義務違
反があったとしても，実際に損害が生じなければ問題とならず，損害発生となってから義務違反と
してその存在が明確になるという点で，原則的に履行請求することは出来ない㈹。さらに，この義
務違反による損害は，債権者が従来から有する完全性利益のみならず，給付から得られたであろう
債権者の利益にも及ぶ。
　この情報修正義務の性質は，保護法益および履行請求の可否から「付随的義務」であると評価で
きる。さらに，本件ではこの情報修正義務の違反による損害賠償が請求されているが，その請求さ
れた範囲は原告が実際に被った損害である消極的利益賠償㈹にとどまっている。
㈹本件の情報修正義務は，［6］における競業避止義務とは異なり履行請求することはできない。後者の場合に
　は，債権者の損害は債務者の競業行為によって直接生じるので不作為を請求することで損害発生および拡大
　を防ぐことができるために履行請求可能である。それに対し，前者の場合には，債権者の損害は債務者の情
　報修正義務違反によって直接生じるのではなく，第三者の行為によって生じるものである。また，損害発生
　後に情報修正義務の履行請求したところで遅きに失するのみであり，損害発生前に債権者が修正される情報
　を入手していたならば債務者に情報修正義務の履行請求をするまでもなく，債権者自身で損害を防ぐことが
　できる。すなわち，本件の情報修正義務は債権者が修正されるべき情報を知らず，かつ損害発生前にのみ有
　益な義務である。そのような義務にあっては，債権者が債務者に履行請求することは考えられず，履行請求
　はできないと解するのが妥当である。
（41）原告が請求した損害賠償は原告が実際に被った損害額である。これは被告の提供した情報の修正が不必要で
　ある，つまり，被告の義務が適切に履行されているとして原告がなした財産的措置であり，それを対象とし
　ているという点で消極的利益である。
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［8］LG　TUbingen，1989年5月22日判決（NJW－RR　1989，1053f．）【旅客運送契約】
事案の概要
　原告はタクシーからの下車の際にうっかりしてカメラを置き忘れた。原告はそれに直ちに気がつ
き，タクシー本部にタクシー運転手に知らせるよう電話した。しかし，電話交換手は既にタクシー
運転手は終業したと虚偽の説明をしてそれを拒否した結果，カメラは行方不明となり紛失した。そ
こで，原告は失われたカメラについての損害賠償として1390DMを請求した。原審は車両に置き
忘れられた乗客の物品についての一般的監督義務が存在しないとして訴えを棄却した。
判旨
　原告の請求権は両当事者間で締結された輸送契約の積極的債権侵害から生じ，その際，被告は被
告の履行補助者たるタクシー本部の電話交換手による輸送契約の契約終了後の付随的義務違反につ
いてBGB278条㈹に従って責任を負わなければならないと判示した。
　輸送契約の範囲内でタクシー事業者はタクシー車両に置き忘れられた物の確保の際にタクシー事
業者に可能かつ期待できる限りにおいて有益な助力を果たす契約終了後の付随的義務が存在すると
説く。契約上の義務が履行を越えてなお存続する限りにおいて，積極的債権侵害による請求権は契
約履行後の債務者の行動によって生じえ，車両に置き忘れられた乗客の物品についての一般的監督
義務が存在しないという原審の判断は正当であるとするが，問題は走行後の監督義務の存在ではな
く，契約終了後の確保協力義務が存在し，それにより損害回避義務が存在したかであるとする。
　輸送契約の主たる義務や本質的特徴は，人やその人の荷物を有償で輸送し，目的地へ届けること
であり，契約過程において，輸送者は人やその人の荷物の保護が義務付けられており，目的地へ送
り届けることをもって本質的義務は履行されると説く。しかし，特別な状況に基づいてなお契約当
事老の全ての関係が終了しておらず，既になされた輸送との密接的なつながりの中でいまだに存続
し続けている限りで，一般的相互誠実義務（BGB242条）から本質的義務の履行後，つまり，契約
終了後にもなお付随的義務が生じるとする。
　その上で，原告の確保申請に従う義務の履行を被告の履行補助者であるタクシー本部の電話交換
手が違反したことついて，被告はBGB278条に従って責任を負わなければならないと判示した。
検討
　本件では，タクシー事業者に車両に置き忘れられた乗客の物品について一般的監督義務が存在す
るかが問題となっている。原審ではそういった一般的監督義務は存在しないとしており，BGHも
その見解を支持している。しかし，注目に値するのは，走行後の監督義務の存在ではなく，契約終
了後の確保協力義務が存在し，それにより損害回避義務が存在したかというBGHの説示である。
　輸送契約の本質的特徴は，人やその人の荷物を有償で輸送し，目的地へ届けることであり，契約
（‘al　BGB278条（履行補助者の過失）
　：債務者は，その法定代理人および債務者の債務の履行のために用いる者の過失（Verschulden）について，
　　自らの過失と同じ範囲で責任を負わなければならない。276条2項の規定は適用されない。
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履行過程において輸送者は人やその人の荷物の保護が義務付けられていると説明していることか
ら，ここでの監督義務とは顧客と顧客の荷物の保護を目的とした義務であると評価でき，この監督
義務は目的地へ送り届けることをもって本質的義務は履行され，その本質的義務の履行後にあって
は問題とならない。これに対して，契約終了後の確保協力義務とは，顧客の降車後になす荷物の確
保申請に対し協力する義務であると評価できる。この確保協力義務は既履行の輸送契約との密接的
なつながり有する契約終了後にもなお存する義務である。
　前老の一般的監督義務と後者の確保協力義務とは顧客がもともと有する完全性利益の保護に向け
られたものであり，両義務は旅客運送契約の内容の一部である。しかし，前者が積極的に利益の保
護に関与するのに対し，後者は顧客の要請に協力することで利益の保護に関与するという点で，関
与の程度が異なっている。その関与の程度の差異は，まさに契約上の主たる給付義務の履行過程で
あるか，履行後であるかによって明確に分けられることとなる㈹。
　そのため，後者の義務は完全性利益の保護に向けられた契約上の義務の一部であるが，その履行
可能時期は主たる給付義務の履行後である「従たる給付義務」であると評価できる。
　本件では，被告の履行補助者たるタクシー本部の電話交換手の義務違反についてBGB278条に
従って責を負わなければならないとされていることから，この「契約余後効義務」は履行補助者に
も当然妥当する義務であるともいえよう。また，本件義務違反によってタクシーの顧客たる原告が
カメラ等の滅失によって被った積極的利益吻こ対する損害について損害賠償が認められている。
第四節．小括
　これまで，継続的債権契約と一回的債権契約における「契約余後効義務」に関する判例を検討し
てきた。これまでに検討してきた判例を「契約余後効義務」の存立根拠，義務が根拠付けられる時
期ならびに債務者が義務を履行すべき時期，保護法益，義務違反時の履行請求の可否，義務の性質
について整理する。
　まず，「契約余後効義務」の存立根拠について3つ挙げることが出来る。
　第一に，法律によって規定されることで根拠付けられる義務がある。［2］が一番明白であり，旧
㈹［1］において，契約上の主たる給付義務の履行過程から賃貸借契約終了後で「受忍義務」は義務の内容が変
　更したに過ぎず，同一の義務が契約終了後にも延長しているとした。契約上の契約上の主たる給付義務の履
　行過程か契約終了後で，義務の保護法益や履行請求可否は同一であるという点では［1］の「受忍義務」と本
　件両義務とは共通している。しかし，［1］の「受忍義務」の場合には，義務の保護法益への関与の程度には
　差異がなく，表記内容に変更があったに過ぎないのに対し，本件両義務は義務の保護法益への関与の程度，
　すなわち義務の本質的内容が異なっている。このように，両義務の保護法益や履行請求の可否は同じであっ
　ても，契約上の主たる給付義務履行の前後で義務の本質的内容が異なることから，両義務は別個の契約上の
　義務である。
㈹原告が請求した損害賠償の対象は原告がカメラ等の滅失によって被った損害である。これは被告が履行すべ
　き確保協力義務が適切に履行されたならば生じなかった損害，つまり，被告の義務が適切に履行されたなら
　ば存在するであろう利益であり，それを対象としているという点で積極的利益である。
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HGB417条によって通知義務が課されるものとされる。［4］においては，旧BGB433条2項におい
て明確に規定されているのではないが，信義誠実の要請（BGB242条）から契約解釈がなされた結
果として認められた義務である。第二に，契約類型の特徴から根拠付けられる義務がある。［2］に
おいては，契約期間中については法定義務として明記されているが，寄託契約という契約類型に内
在している契約終了後の寄託者の給付利益への影響可能性を顧慮して，契約終了後にも延長されて
いる義務である。［6］においては，事業譲渡契約という契約類型において想定される通常の商人の
意思が義務を根拠付けている。［8］においては，旅客運送契約という契約類型から根拠付けられる
義務である。第三に，契約内容や事案の特殊性から根拠付けられる義務がある。［1］においては，
賃貸借契約一般に認められるi義務ではなく，医師や歯科医，弁護士等の特定の職種の事務所のため
に賃貸借契約を締結していたという場合に認められる可能性がある義務であるとして，当事者の特
殊性が認められてこそ根拠付けられる義務である。［3］においては，不動産売買契約一般に認めら
れる義務ではなく，契約交渉段階における信頼惹起や当事者性，時間的近接性という事案の特殊性
から根拠付けられる義務である。［4］においては，法定義務として認められる義務であるが，債務
者が専門店であるという当事者の特殊性が認められてこそ根拠付けられる義務である。［5］におい
ては，請負契約一般に認められる義務ではなく，注文者が用意したデザインを用いて試作品および
製品の製作を注文されたという契約類型の特殊性が認められること根拠付けられる義務である。
［7］においては，一般的に銀行間取引における情報提供契約という契約類型から根拠付けられ契約
に内在する義務であるが，通常認められる義務ではなく，義務として認められるには例外的事情が
存在しなければならず，そうした事案の特殊性から根拠付けられる義務である。第四に，取引慣習
によって根拠付けられる義務がある。［1］においては，契約内容と特殊性とあわせて，当該義務が
賃貸借契約に関する地域的取引慣習として認められているかが重要であり，その意味で取引慣習が
義務を根拠付けている。［3］においては，事案の特殊性とあわせて，当該義務が不動産売買契約に
関する取引慣習が顧慮されていることから，その意味で取引慣習が義務を根拠付けている。
　「契約余後効義務」の存立根拠に関連して，「契約余後効義務」が根拠付けられる時期ならびに債
務者が当該義務を履行すべき時期㈹について3つに分類することが出来る。
　第一に，契約交渉段階において既に根拠付けられ，契約交渉段階から契約の主たる給付義務の履
行後においても継続して履行すべき義務がある。これは，［5］における義務が該当する。第二に，
契約成立段階で根拠付けられ，契約の主たる給付の履行過程から履行後においても継続して履行す
べき義務がある。これは，［1］・［2］・［3］における義務が該当する。第三に，契約成立段階で根拠
絢「契約余後効義務」は有効に成立・履行された契約を前提とする後の事後処理義務，換言すれば，「契約余後
　効義務」は主たる給付義務の履行後に存する契約上の義務であると定義づけることができる。その意味で，
　ある契約上の義務を履行すべき時期が当該契約の主たる給付義務の履行後を含む場合，当該義務は「契約余
　後効義務」であると評価される。義務によって目的としている内容によって履行すべき時期は様々であり，
　根拠付けられる時期との関係を整理することで，それぞれの「契約余後効義務」の特徴付けを行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　246　一
付けられ，契約の主たる給付の履行後に履行すべき義務がある㈹。これは，［4］・［6］・［7］・［8］に
おける義務が該当する。
　次いで，「契約余後効義務」の保護法益について2つに分類することが出来る。
　第一に，給付利益ないし給付結果の実現およびその保持を保護法益とする義務がある。これは，
全ての事案おける義務が該当する。第二に，債権者が有する完全性利益を保護法益とする義務があ
る。これは，［5］・［7］・［8］における義務が該当する（40。
　次いで，i義務違反時に履行請求が可能であるかについて，［1］・［3］・［4］・［5］・［6］・［8］にお
ける義務は履行請求することが可能であるのに対し，［2］・［7］における義務は義務違反時にはも
はや義務履行請求の意味を有さず履行請求することができない。
　最後に，「契約余後効義務」の性質について2つに分類することが出来る。
　［1］・［3］・［4］・［5］㈹・［6］・［8］における義務は，給付利益ないし給付結果の実現およびその保
持を保護法益とする義務であり，義務違反時に履行請求可能であるため「従たる給付義務」として
評価できる。［2］・［7］における義務は，給付利益ないし給付結果の実現およびその保持を保護法
益とする義務であり，義務違反時に履行請求可能でないため「付随的義務」㈲として評価できる。
　以上を踏まえると，「継続的債権契約」と「一回的債権契約」の「契約余後効義務」は多くの共
通点がある。しかし，「契約余後効義務」とされる義務を履行すべき時期については明確な差異が
ある。「継続的債権契約」における「契約余後効義務」は契約の主たる給付の履行過程から履行後
においても継続して履行すべき義務であるのに対し，「一回的債権契約」における「契約余後効義
務」の多くは契約の主たる給付の履行過程では必要とされず主たる給付の履行後において初めて履
行を必要とされる義務である。
　この点を考察するにあたり，「継続的債権契約」と「一回的債権契約」の「契約余後効義務」特
徴は以下のように整理することが出来る。
　「継続的債権契約」の「契約余後効義務」は従前の契約関係や状態が顧慮され，契約関係終了後
であっても事後的に従前の関係から生じる利害関係の補完，すなわち，契約関係が存続していた時
期に存在した利害関係は契約関係終了をもって全て無くなるのではなく，契約関係終了後にあって
ee契約成立段階で根拠付けられているので，義務自体は存在しているものの，契約の主たる給付の履行過程の
　段階においては無価値であるが，契約の主たる給付の履行後の段階において初めて価値を見出せる義務であ
　る。
＠［5］・［7］における義務の保護法益は完全性利益に尽きることなく，給付利益ないし給付結果の実現およびそ
　の保持にも及ぶ。それに対し，［8］における義務の保護法益は完全性利益であるが，契約類型や内容を考慮
　すると，完全性利益は給付利益ないし給付結果と同一であると評価できる。その意味で［8］における義務の
　保護法益を一概に峻別することはできない。
㈹E5］における義務については，契約交渉段階においては「保護義務」としての性質を有するが，契約が締結
　され契約内容となった段階においては「従たる給付義務」としての性質へと変容する。その意味で，契約の
　主たる給付の履行後における「契約余後効義務」の性質としては「従たる給付義務」と評価できる。
㈲義務の性質に関し，「従たる給付義務」と「付随的義務」の相違の詳細については，前掲注（18）参照。
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も従前の利害関係に影響を及ぼしうる場合には，「契約余後効義務」により利害関係の調整を行う
という点に特徴がある。それに対し，「一回的債権契約」の「契約余後効義務」・は，従前の契約関
係から存在する利害関係の補完というよりも，一回的な給付義務の履行によって債権者が得られた
利益たる給付利益の補完に向けられている㈹。すなわち，一回的給付義務の履行によって得られた
利益を事後的に侵害する行為をしないこと，または，侵害の可能性を除去することが「契約余後効
義務」として義務付けられるという点に特徴がある。
　このように，「契約余後効義務」は，契約の清算として機能する「継続的債権契約」の「契約余
後効義務」と，給付利益の保全のために機能する「一回的債権契約」の「契約余後効義務」とで相
違が特徴付けられる。
　また，「契約余後効義務」違反の効果として，履行請求および損害賠償請求を挙げる事が出来る。
　義務の履行請求は直接認めた事案はないものの，可能性を示唆したと評価できるのは，［1］・［3］
・［4］・［5］・［6］である。損害賠償請求を直接認めた事案は，［5］・［8］であり，可能性を示唆した
事案は［2］・［3］・［7］である。
　履行請求について，不作為義務の履行請求を示唆した事案は，［1］・［3］・［5］・［6］である。作
為義務の履行請求を示唆した事案は，［4］である。これらの義務は，義務違反が生じた後であって
も，当該不作為または作為義務の履行請求をすることで，債権者に生じる損害の発生・拡大を防ぐ
ことができることから履行請求の意義があるe’）。
　損害賠償の範囲について，消極的利益賠償にとどまる事案や，積極的利益賠償を認めた事案，そ
れを示唆した事案，範囲が不明確な事案が存在する。
　［3］・［7］では，義務が適切に履行されている事を前提としてなした財産的措置たる消極的利益
の賠償を原告は請求しており，判決ではその損害賠償が認められうることを示唆している岡。［8］
では，義務が適切に履行されたならば存在するであろう利益たる積極的利益の賠償を原告は請求し
ており，判決でその損害賠償を認めている63）。［2］では，明示していないものの，滅失した目的物
㈲［3］・［5］における義務もまた同じように特徴付ける事が出来る。［3］における義務は，契約の主たる給付義
　務の履行過程から履行後にも継続して履行すべきであるが，これは一回的な給付義務の履行によって債権者
　が得るであろう利益に対し，事案の特殊性から契約の主たる給付義務の履行過程から債務者が影響可能性を
　有しているために履行すべき時期が早まったに過ぎず，「一回的債権契約」における「契約余後効義務」の
　特徴と相違するものではない。［5］における義務は，契約交渉段階においては完全性利益についてのみ向け
　られた法定債務関係による「保護義務」（BGB241条2項）に過ぎないが，契約成立段階においては，［3］に
　おける義務と同様に，「一回的債権契約」の給付利益に対し，契約類型の特殊性から契約の主たる給付義務
　の履行過程から債務者が影響可能性を有しているために履行すべき時期が早まったに過ぎず，「一回的債権
　契約」における「契約余後効義務」の特徴と相違するものではない。
G’）［8］における義務も義務違反時に履行請求可能な義務であることは上述している。しかし，［8］では履行請求
　していない。［8］のi義務は確かに義務違反時に履行請求することで損害の発生・拡大を防ぐことができた
　が，訴訟提起時には義務違反によって既に損害が発生しており，履行請求したとしても損害の発生・拡大を
　防ぐことができない為に履行請求する意義が存しない。
岡［3］については前掲注（31），［7］については前掲注（41）参照。
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の対価にとどまらないことを示唆していることから，積極的利益にまで損害賠償の範囲が及ぶこと
を示唆している。［5］では，積極的債権侵害によって生じた損害についてBGB249条以下に従って
損害賠償しなければならない旨の判決を下しているが，その範囲については何ら言及していないの
で，その賠償範囲として積極的利益も含まれるかは不明である。
第三章．結び
　以上，本稿では，ドイッ判例を素材として「契約の効力の延長」に関する「契約余後効義務」は
どのような根拠によって成立するのか，その成立時期はいつなのか，義務が目的としている利益の
内容はいかなるものか，義務の履行請求は可能か，それらから義務の性質はいかなるものであるか
に注目して整理してきた。その中で，ドイツ判例を「継続的債権契約」と「一回的債権契約」とに
区別して検討してきたが，類似点が多くあった一方で，義務が目的としている利益の内容に相違が
ある。その相違の理由は各契約類型における「契約余後効i義務」の目的の相違である。すなわち，
「継続的債権契約」ではその契約債権債務関係の完全な清算が「契約余後効義務」の目的であり，
「一回的債権契約」では契約の主たる義務の履行後における給付利益の保全が「契約余後効義務」
の目的であるという相違である。
　このように，「継続的債権契約」と「一回的債権契約」では「契約余後効義務」の目的とする内
容が相違する。このような相違があるものの「契約余後効義務」として重要な共通点として，義務
の根拠は従前の契約債権債務関係に内在するという点が挙げられる。すなわち，「契約余後効義務」
は広く市民相互間における一般的（不可侵）義務ではなく，従前の契約債権債務関係によって根拠
付けられ，主たる給付義務とともに契約上の義務として存在する義務である。その意味で，主たる
給付の履行（継続的債権契約においては契約の終了）によっても従前の契約債権債務関係が完全に
消滅するのではない。これは，債務関係の消滅について規定するBGB362条1項叫こ従った給付に
よる債務関係の消滅後であっても契約債権債務関係は完全に消滅することなく，従前の契約債権債
務関係が残存している事を意味する。つまり，「契約余後効義務」は「契約の効力の延長」にふさ
わしく，BGB362条1項に従った給付による債務関係の消滅後であっても，契約の影響可能性が十
分残存している事を意味するes＞。このことは日本においても同様に妥当するものではないだろうか。
㈹前掲注（44）参照。
tlD　BGB362条（給付による消滅）
　　1項：債務関係は，負担された給付が実現されるとき消滅する。
　　2項：履行の目的で第三者に給付がされるとき，185条の規定が適用される。
㈲Strd　tz，　a．a．0．，　S．1006．によると，　BGB362条1項による債務関係の消滅を意味しているが，この債務関係の
　消滅とは狭義の債務関係，つまり，その時々に生じる個々の給付義務を意味しているという。そのため，
　「余後効としての従たる給付義務」は，i義務が狭義の債務関係の終了と結びついていることから通常の給付
　義務とは異なる。また，他の契約義務が消滅した後に初めて履行可能となるが，契約上の合意自体に基礎づ
　けられているので例外なく契約開始時点から存在しているという。β046瞬g，a．a．0．，S．505．によると，
　BGB362条1項によると，債務関係は給付結果の招来を義務付けられた給付の発生をもって消滅する。この
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　また，「契約余後効義務」違反の効果として，履行請求および損害賠償請求を確認することが出
来た。履行請求については損害発生・拡大を防ぐ事ができることから，作為・不作為義務の履行請
求が認められ，また，損害賠償の範囲については消極的利益賠償にとどまる事案と積極的利益賠償
にも及ぶ事案が存在していることから，「契約余後効義務」違反の効果を統一的に理解することは
困難である。
　以上のことから，重要な問題を見出すことが出来る。それは，契約履行過程において存在する主
たる給付義務を中心とする諸義務と，有効に成立・履行された契約を前提とする後の事後処理義務
である「契約余後効義務」とは同じ契約債権債務関係にその存立根拠を有する，つまり，両者はと
もに契約義務の性質を有するが，両者にはいかなる相違が存在するのかということである。これ
は，契約債権債務関係とはいかなる意義を有するものであるのか，更には「契約締結上の過失」が
論じられる場面と，契約履行過程，「契約余後効」が論じられる場面では契約債権債務関係の内容
が異なるものであるのかという問題に結び付くものである。これらの問題点につき，それぞれの場
面における義務の目的や義務違反時の効果，義務の存続期間等比較検討することで「契約余後効義
務」が必要とされる背景や「契約の効力の延長」が認められるのかについて何らかの示唆を得られ
るものとなろう。
　以上のような「契約余後効義務」の新たな検討課題を挙げる事をもって本稿を結ぶこととする。
規定と契約の主たる給付義務の履行との関係について，ある給付義務の履行の法律効果として，広義の債務
関係（両当事者間の契約上または法定の特別関係という意味での枠において，個々の給付義務が存在する債
務関係）の消滅を意味するのではなく，狭義の債務関係（履行された給付義務のみに関する債務関係）の消
滅を意味するので，主たる給付義務以外の同時に存在する他の義務は債務関係の範囲内で残ったままである
か，余後効義務として生じるとする。
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